
  

 
  

 
 

 
 
 
 

 個人事業の名義を息子に譲った場合 

Ｑ：私は、個人で不動産業を営んでいまし

たが、今年末で事業のすべてを息子に譲り、

引退したいと考えています。 

 私の事業の資産は事務所用の建物とその敷

地の他、販売用の土地があり、負債は預かり

保証金と前受金です。この場合の、課税関係

を教えて下さい。 

 

Ａ：息子さんには、事業用資産の合計額か

ら事業用負債の合計額を控除した金額に対し

て、贈与税が課されます。 

 また息子さんに贈与した販売用土地の時価

は、あなたの今年の事業所得の総収入金額に

算入することになります。 

【解説】 

 個人事業の名義を変更する場合は、事業用

の資産と負債の差額について贈与税が課税さ

れます。 

 この場合、事務所用の土地と建物は、路線

価や固定資産評価額を基準に算出した価額で

評価しますが、販売用の土地については、贈

与したときの価額から利益の金額と経費の金

額を控除した価額で評価することになります。 

 一方、事業所得者が、販売用の土地を贈与

した場合は、その販売用の土地の時価を、そ

の贈与した年の事業所得の計算上、総収入金

額に算入しなければならないこととされてい

ます。 

 この場合、贈与を受けた息子さんの販売用

土地の原価は、贈与を受けた時の価額となり

ます。 

 

Ｒ Ｅ Ｄ Ａ Ｓ   Ａ
リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ

 

１９９４年 １月 ６日 創 刊 ・毎 日 発 行  

リ ー ダ ァ ス ク ラ ブ Ｆ Ａ Ｘ ニ ュ ー ス  

（２００３年）平成１５年  金曜日  月９   １ 日  ９ 

発行所 株式会社 
大阪市中央区平野町３－１－１０  
編集発行人：税理士 三輪 厚二  

Tel  ：06-6209-7678

Fax ：06-6209-8145ＦＰシミュレション― 

第 

２ ３ ８ ３  

号 


